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The purpose of this study is to investigate why companies revise their basic policy on 
internal control systems, as established in accordance with Japanese Companies Act and 
its enforcement regulations.
In this paper, I analyze textual data describing the grounds on which companies 
have renewed their policy, declared in their documents for timely disclosure, and then 
classify these reasons into 16 categories. I find that the most populous category responds 
to the new regulations for internal control over financial reporting, based on the Finan-
cial Instruments and Exchange Act, and against anti-social elements. This suggests that 
many companies amend their policy in an effort to cope with changes in the institutional 
environment, which is not dealt with in Companies Act.
I also examine the relation between the reasons why firms revise their policy and the 
time when they make their revision. It emerges that many firms initially construct their 
internal control systems in order to meet minimum standards but eventually it is to uti-
lize these internal control systems effectively and actively.
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報告制度が 2009 年 3 月期（2008 年 4 月 1 日以
降に開始する事業年度）から導入されたことを

































































































合計 1,865 注 1)
業務の適正 18 注 2)
注 1） 表題に「内部統制システム」と「内部統制」という表現を同時に含んで
いる適時開示資料が 1件ある。
注 2） このうち、延べ 7件が表題に「業務の適正」という表現と同時に「内部
統制システム」（類似表現を含む）という表現を含んでいる。



















公表されていたのは、2006 年 7 月 26 日付で公
表されていた 1 件であり、逆に、最も遅くに




2006 年度（2006 年 4 月 ~2007 年 3 月 31 日）13）、
② 2007 年度前半（2007 年 4 月 ~2007 年 9 月）、
③ 2007 年度後半（2007 年 10 月 ~2008 年 3 月）、
④ 2008 年度前半（2008 年 4 月 ~2008 年 9 月）、
⑤ 2008 年度後半（2008 年 10 月 ~2009 年 3 月）
の 5 つに区分して、適時開示件数を集計した。



























注 1） 公表時期は、各適時開示資料の公表日の記載に基づいて、① 2006 年度（2006 年 4 月～ 2007 年 3 月 31 日）、
②2007年度前半（2007年4月～2007年9月）、③2007年度後半（2007年10月～2008年3月）、④2008年度前半（2008
年 4 月～ 2008 年 9 月）、⑤ 2008 年度後半（2008 年 10 月～ 2009 年 3 月）の 5つに区分している。














































2 回 34 14.6
3 回 3 1.3
4 回 1 0.4
合計 233 100.0
注 1） 会社法公布日（2005 年 7月 26 日）から 2009 年









1回目 233 84.4 
2 回目 38 13.8 
3 回目 4 1.4 
4 回目 1 0.4 



























注 1） 調査対象は、会社法公布日（2005 年 7 月 26 日）










社法公布日（平成 17（2005）年 7 月 26 日）か





















































































































































































































値は、最大で 0.82（第 1 成分）、最少で 0.33
（第 15 成分）であり、15 成分の累積寄与率は
80.74％であった。そして、対応分析で得られ
た表側の 15 成分の成分スコアをもとに、クラ
スター数を 14 個と決定して 20）、サンプルのク
ラスター化を行い、クラスター 1～ 14 までの
各クラスターを生成した。
生成された 14 個のクラスターのうち、クラ













件数は 195 個となり、その種類数は 2個となっ
た。また、係り受けの単語ペアの総件数に占め













































クラスター 1 0.33 137 53.9 205
クラスター 2 0.15 21 8.3 39
クラスター 3 0.51 21 8.3 70
クラスター 4 0.07 5 2.0 18
クラスター 5 0.11 4 1.6 9
クラスター 6 0.15 5 2.0 23
クラスター 7 0.19 7 2.8 15
クラスター 8 0.10 7 2.8 14
クラスター 9 0.15 11 4.3 34
クラスター 10 0.11 18 7.1 46
クラスター 11 0.15 4 1.6 7
クラスター 12 0.06 4 1.6 5
クラスター 13 0.12 4 1.6 14
クラスター 14 0.08 6 2.4 16
注 1）クラスター化の対象となったデータセットのサンプル数は、254 件である。
注 2） クラスター化の対象となったデータセットに含まれている係り受けの単語ペアの総件数は、515 個であり、
その種類数は 29 個である。
注 3） クラスター化に際しては、表頭が各々の係り受けの単語ペア、表側が各々のサンプルとなるクロス表に対し
て 15 成分を用いて対応分析を行うことにより得られた表側の 15 成分の成分スコアを用いている。
















サブクラスター 1-1 0.00 36 26.3 36
サブクラスター 1-2 0.00 58 42.3 116
サブクラスター 1-3 0.00 43 31.4 43
注 1）再クラスター化の対象となったサブデータセットのサンプル数は、137 件である。


























クラスター 1：金商法・反社会的勢力対応型（全体の 53.9％に当たる 137 件）
上位 1 反社会的勢力－排除する 9.16 *** 0.00 49.3 27.0 101 139
上位 2 金融商品取引法－財務報告 8.43 *** 0.00 45.9 25.6 94 132
クラスター 2：組織変更付随型（全体の 8.3％に当たる 21 件）
上位 1 組織－変更 8.92 *** 0.00 53.9 6.0 21 31
クラスター 3：内部統制強化・整備志向型（全体の 8.3％に当たる 21 件）
上位 1 内部統制システム－強化する 5.97 *** 0.00 17.1 2.7 12 14
上位 2 整備状況 -反映する 5.03 *** 0.00 14.3 2.5 10 13
上位 3 現在 -整備状況 3.94 *** 0.00 7.1 1.0 5 5
上位 4 強化－図る 1.58 * 0.06 12.9 7.4 9 38
上位 5 強化 -向ける 1.33 * 0.09 2.9 0.8 2 4
クラスター 4：表現変更型（全体の 2.0％に当たる 5件）
上位 1 表現 -変更 4.36 *** 0.00 27.8 1.9 5 10
上位 2 実質 -かかわらない 3.97 *** 0.00 16.7 0.6 3 3
上位 3 基本方針 -主旨 3.05 *** 0.00 11.1 0.4 2 2
クラスター 5：執行役員制度導入付随型（全体の 1.6％に当たる 4件）
上位 1 執行役員制度 -導入する 5.05 *** 0.00 44.4 1.0 4 5
上位 2 明確化 -行う 1.37 * 0.08 11.1 1.0 1 5
クラスター 6：企業価値増大・透明性向上志向型（全体の 2.0％に当たる 5件）
上位 1 企業価値 -増大 5.18 *** 0.00 21.7 1.0 5 5
上位 2 透明性 -高い 4.18 *** 0.00 17.4 1.0 4 5
上位 3 内部統制委員会 -設置する 1.58 * 0.06 8.7 1.8 2 9
クラスター 7：内部統制委員会設置付随型（全体の 2.8％に当たる 7件）
上位 1 内部統制委員会 -設置する 6.33 *** 0.00 46.7 1.8 7 9
クラスター 8：行動規範等制定・改定付随型（全体の 2.8％に当たる 7件）
上位 1 行動規範－定める 6.43 *** 0.00 50.0 1.8 7 9
クラスター 9：リスクマネジメント強化志向型（全体の 4.3％に当たる 11 件）
上位 1 リスクマネジメント体制－強化する 7.25 *** 0.00 32.4 2.3 11 12
上位 2 リスクマネジメント委員会 -設置 1.99 ** 0.02 5.9 0.8 2 4
29会社法に基づく内部統制システム構築の基本方針の時系列分析
クラスター 10：コンプライアンス強化志向型（全体の 7.1％に当たる 18 件）
上位 1 コンプライアンス体制－強化 7.78 *** 0.00 39.1 5.1 18 26
上位 2 強化－図る 4.44 *** 0.00 28.3 7.4 13 38
上位 3 強化 -伴う 3.21 *** 0.00 6.5 0.6 3 3
上位 4 徹底 -図る 3.21 *** 0.00 6.5 0.6 3 3
クラスター 11：内部通報制度整備付随型（全体の 1.6％に当たる 4件）
上位 1 内部通報制度－整備する 5.58 *** 0.00 57.1 0.8 4 4
クラスター 12：持株会社移行付随型（全体の 1.6％に当たる 4件）
上位 1 持株会社 -移行する 5.64 *** 0.00 80.0 1.0 4 5
上位 2 責任 -明確にする 1.67 ** 0.05 20.0 1.0 1 5
クラスター 13：環境変化対応型（全体の 1.6％に当たる 4件）
上位 1 変化 -対応する 4.96 *** 0.00 28.6 0.8 4 4
上位 2 経営環境－変化 4.64 *** 0.00 28.6 1.0 4 5
クラスター 14：適正な業務執行志向型（全体の 2.4％に当たる 6件）
上位 1 業務執行 -適正だ 5.87 *** 0.00 37.5 1.4 6 7
上位 2 業務執行 -体制 5.64 *** 0.00 37.5 1.6 6 8
注 1） 検定値の符号がプラスで有意となった係り受けの単語ペアを検定値の大きい順に示している。***両側 1％
有意、**両側 5％有意、*両側 10％有意。
注 2）有意性テストの対象となったデータセットのサンプル数は、254 件である。






注 4） 有意性テストの対象となったデータセットに含まれている係り受けの単語ペアの種類数は、29 個である。




















サブクラスター 1：金商法対応型（クラスター 1の 26.3％に当たる 36 件）
上位 1 金融商品取引法－財務報告 7.43 *** 0.00 100.0 48.2 36 94
サブクラスター 2：金商法・反社会的勢力両対応型（クラスター 1の 42.3％に当たる 58 件）
有意となった係り受けの単語ペアなし
サブクラスター 3：反社会的勢力対応型（クラスター 1の 31.4％に当たる 43 件）
上位 1 反社会的勢力－排除する 7.85 *** 0.00 100.0 51.8 43 101
注 1） 検定値の符号がプラスで有意となった係り受けの単語ペアを検定値の大きい順に示している。***両側1％有意。
注 2） 有意性テストの対象となったサブデータセットのサンプル数は、クラスター 1（金商法・反社会的勢力対応型）
に所属する 137 件である。























































































































































































































































































2 2 1 1 1 
1.51 * 1.25 0.00 -1.13 -0.06 






4 6 5 2 1 
2.08 ** 2.97 *** 0.62 -2.66 -1.69 






1 2 0 1 2 
0.45 1.41 * -0.63 -0.85 0.17 






3 2 18 8 5 
0.25 -0.25 4.32 *** -2.49 -1.29 






0 0 5 39 14 
-2.21 -2.71 -2.34 4.25 *** 0.00 






0 0 4 28 11 
-1.68 -2.12 -1.74 3.17 *** 0.16






1 0 4 6 10 
0.00 -1.03 0.00 -1.08 2.31 ***
0.61 0.15 0.60 0.14 0.01 
その他の諸類型
(71 件）











 2006 年度：2006 年 4 月～ 2007 年 3 月 31 日、2007 年度前半：2007 年 4 月～ 2007 年 9 月、2007 年度後半：
2007 年 10 月～ 2008 年 3 月、2008 年度前半：2008 年 4 月～ 2008 年 9 月、2008 年度後半：2008 年 10 月～
2009 年 3 月















































































































































































































































































































































基づいて、① 2006 年度（2006 年 4 月～2007 年 3
月 31 日）、② 2007 年度前半（2007 年 4 月～2007
年 9 月）、③ 2007 年度後半（2007 年 10 月～2008
年 3 月）、④ 2008 年度前半（2008 年 4 月～2008
年 9 月）、⑤ 2008 年度後半（2008 年 10 月～2009
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